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Recent considerable increases in traffic intensity and wheel loads are causing fatigue cracks in orthotropic steel 
decks in Hanshin Expressway .From results of the periodic inspection, the fatigue cracks are detected by the 142 
spans in the 1347 spans of the stock of the orthotropic steel decks as of April, 2007. Under traffic loading, in 
particular the effect of local wheel loads, longitudinal welds between deck plate and trough are subjected to 
local transverse bending moments and are susceptible to fatigue cracks. The stress in trough to deck plate welds 
is strongly influenced by actual-working load and run location .Then, in orthotropic steel decks in Kobe route of 
Hanshin Expressway , measurement of the load of actual-working traffic and generating stress was performed 
by Bridge-Weigh-In-Motion. The paper describes fatigue failure assessment based on this measurement results.  
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１. はじめに 

 
土佐堀～湊町での供用開始から43年が経過した．近年，

車両の大型化や橋の高齢化に伴い，重交通路線を中心に鋼

床版などに疲労損傷が発生しており，その原因究明および

対策が喫緊の課題となっている． 
阪神高速道路は，利用台数は１日約90万台にのぼって

いる．都市内の主幹線道として物流を支えてきた当道路は，

活荷重の繰返し作用による損傷の発生が増加してきてお

り，特に近年では鋼床版の疲労き裂の発生が問題となって

いる． 
全路線の橋梁数9,559径間のうち14％にあたる1,347径

間で鋼床版が採用されているが，平成19年4月現在では

その 142 径間（10％）において疲労が原因と考えられる

様々なタイプのき裂の発生が確認されている1)． 
このうち，デッキプレート（以下，デッキという）とU

リブとの溶接部(以下，縦溶接部という)を起点に溶接ビー

ドを貫通するき裂は，進展性が高く，床組構造への耐荷力

の影響が懸念される。また，デッキに進展し貫通した場合，

交通荷重の支持機能の低下や舗装の損傷を誘発する恐れ

がある．これらのき裂は，点検結果から輪荷重の通過する

近傍に集中している．その原因として，輪荷重による部材

の局部的な曲げ変形に伴う応力が主要因であると考えら

れる2)が，この応力の発生は荷重の大きさとその載荷位置

の大きく依存する．鋼床版は輪荷重を直接支持し，載荷に

伴う影響面は隣接する縦リブとその周辺と小さく，走行位

置の影響を大きく受ける．大型車の輪の載荷毎に疲労の原

因となる応力変動が生じ，その繰返し数も必然的に多くな

る．既設橋の疲労評価を行う上で，軸数と軸重の把握が不

可欠である． 

活荷重の大きさについては，これまで料金所に設置され

た軸重計を活用して活荷重特性に関する分析が実施され

ており3)，疲労環境評価も行われている4)．料金所は，収受

ブースに応じたレーン構成で交通流を誘導するため，実際

の車線ごとの走行状態と異なっている．高架橋の実働荷重

による疲労検討は，実態の交通流で生じる交通荷重を直接

測ることで，精度の高い結果が得られる． 
そこで，鋼床版橋の荷重面からの疲労評価を目的に，Ｂ

ＷＩＭを応用した実働荷重と走行位置が鋼床版の疲労損

傷に与える影響を検討した．計測橋梁は，兵庫県南部地震

により再構築された阪神高速道路神戸線に位置する単純

Ｉ桁で，供用後早期にき裂損傷が発見されている．活荷重

計測は，Bridge-Weigh-In-Motion(以下，ＢＷＩＭという)

を用いた．ＢＷＩＭは，様々な手法が提案されているが5)6)，

小塩らが開発した支点反力法を用い7)各荷重を測定し軸

数，軸重の分析を行った．次に，車輪の通行位置と鋼床版

の応力の相関を目的に，走行車両に対し，レーザー変位計

により車輪通過位置を計測し，その結果と発生応力との同

期を取って分析を行った．応力測定は一般車両通行時にも

行い，測定結果から応力範囲と頻度を分析した．本文では，
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それらの計測結果から活荷重（輪荷重）の大きさと発生応

力の関係や同一活荷重下での通過位置と発生応力の関係

の検討を行った．特に，タイヤ通過位置については，タイ

ヤ通過位置分布から鋼床版の疲労損傷に与える影響につ

いて検討を行った． 
 

２. 鋼床版応力調査・活荷重調査 

 

２.１ 調査対象橋梁 

調査対象橋梁は図－１に示すように，Ｕリブで構成され

ている単純鋼床版鈑桁橋（上下線各２車線，支間長

34.250m，６主桁，非常駐車帯拡幅部あり）である．兵庫

県南部地震で再構築され，平成8年8月に供用を開始して

いる．この鋼床版橋は，デッキとＵリブとの溶接は，被覆

アーク溶接で行われ，溶接のど厚が5㎜程度と相対的に小

さい．平成14年12月に縦溶接部にビード貫通が発見され，

平成1７年度に現場溶接により応急補修が行われた．その

後，定期的に点検が行われており，現在き裂は確認されて

いない． 
 

２.２ 調査概要 

鋼床版の発生応力の測定は，支間中央付近における縦溶

接部，デッキと垂直補剛材を対象とした．また，活荷重は，

BWIM の代表的な手法である支点反力法７)による測定を

行った．計測点の配置およびひずみゲージ貼付位置は，図

－１(a)および(b)に示したとおり，縦溶接部近傍にひずみ

ゲージ（ゲージ長3mm）を溶接止端部から5mmの位置が

ゲージ長の中心となる位置に貼付している．車軸の通過位

置は，非常駐車帯の路肩に設置したレーザー距離計により

計測した． 
測定は，走行車線を車線規制を行った状態で，245kNに

重量調整した試験車による載荷試験，試験車走行試験を行

った．また，交通開放化での一般車両の走行状態での 72
時間連続測定（3日間連続測定）を実施した． 

 
３. 活荷重の分析方法 

 
 支点反力法は，図－２に示すように車軸の通過によって

支点反力影響線に現れるひずみ応答波形に着目して，ひず

み急変点での差分が軸重に対応した成分となることを利

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)測点配置およびデッキとＵリブ溶接線のビード貫通発生位置図 
 
 
 
 
 
 

(b)ひずみゲージ貼付位置図                      (c)き裂発生状況 
図－１ 調査対象橋梁および測点配置図 
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軸重Ｐ1,Ｐ2,Ｐ3を推定する

用して活荷重を求める方法である．支点部のひずみ測定の

みで通過車両の車種別交通量，通過速度，軸重，総重量等

を算出することが可能である 7)．支点反力影響線の算出は，

図－１(b)に示す主桁支点部の垂直補剛材下端位置での応

力を用いた． 
活荷重評価においては，代表的な車種ごとの車両荷重や

軸重の大きさと頻度の把握が不可欠なことから，ＢＷＩＭ

により次の方法で走行車両の車種を判別した．まず，車両

進入側と退出側の両測点での支点ひずみの急変点の発生

時刻の差と支間長から走行車両の速度を求め，その速度と

退出側測点の車軸の通過時刻の差から軸間距離を求める．

また，このようにして算出した１台の車両の軸数，軸間距

離，軸配置パターンを解析して，走行車両の車種を推定し

分析を行った．分類対象とした車種は，表－１に示す２軸

から６軸の車種区分番号で分類される14車種である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－２ 支点反力法の分析概念図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－３ 車種別交通量 

４. 調査結果 

 

４.１ 車種別交通台数 

 図－３に，車種毎の台数を整理した結果示す．BWIM
による検出交通台数は，全車種3日間の合計で，走行車線

は 17,294 台，追越車線は11,922 台であり，これらの台数

は乗用車を除いている．各測定日の差はほとんどなく，車

種別で見ると中型貨物，3軸貨物トラック，4軸貨物トラ

ックなどの台数が多い傾向が認められた． 
 

４.２ 車両重量・軸重分布 

走行車線における車両重両および軸重の頻度分析を図

－４に示す．(a)車両重量分布では，8tf と 16tf にピークが

見られ，平均は 18tf とそれより高い．(b)軸重分布では，

ピークの軸重と平均値はほぼ一致し6tfである．また，法

定軸重10tfを超える軸数が全体の8％存在している．また，

車両の平均軸数は，2.9軸である． 
車種別に処理した車両重量，軸重の分析結果を表－２に

示す．車両重量の最大値は，小型・中型車類は23.7tf，ト

ラック類は 40.4tf，トレーラ類は 72.2tf で，いずれも走行

車線である．軸重の最大値も，小型・中型車類は 17.8tf，
トラック類は 17.3tf，トレーラ類は 20.1tf で，同様の結果

である．走行車線は，全車線に対し，トラックで 61％．

トレーラで 62％の台数を負担している．なお，車種ごと

の平均軸数は，トラック類は3.2軸，トレーラ類は4.3軸， 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)車両重量分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(b)軸重分布 

図－４ 走行車線における車両重量および軸重分布 

表－１ 支点反力法の車種分類 
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最大値（ton） 23.7 40.4 72.2 17.8 17.3 20.1

最小値（ton） 5.1 9.1 11.3 2.0 2.4 2.6

平均値（ton） 9.6 20.5 33.9 4.8 6.3 7.9

標準偏差 3.0 4.9 12.2 2.0 2.1 2.7

データ数 6,720台 8,030台 2,409台 13,438軸 25,956軸 10,346軸

データ数の割合 58% 60% 63% 58% 61% 62%
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データ数 4,933台 5,311台 1,427台 9,866軸 16,831軸 6,212軸

データ数の割合 42% 40% 37% 42% 39% 38%
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大型車平均では3.5軸である． 
車線による荷重環境の差が大きいことから，疲労照査に

おいてはその影響を考慮する必要があり，車線単位で直接

計測が可能なBWIMは効果的な手法と言える． 
表－２ 車種別の車両重量・軸重 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４.３ 車両走行位置 

BWIMによる荷重計測に加え，レーザー距離計により．

車両走行位置を計測した．レーザー距離計には測定距離範

囲が 50m まで可能で，分解能 1 ㎜の赤外線レーザー距離

計（応答速度1msec）を使用した．路肩に設置し，通過車

両の左タイヤ位置までの距離を測定し，活荷重の走行時刻

と同時刻のレーザー距離計の出力波形を読取り，左タイヤ

の走行位置を求めた．右タイヤの走行位置は，走行車両の

輪距（トレッド）などを推定する必要があり，自動車諸元

表8)により図－５を例に車両構造を判別し車両種別を分類

して分析を行った． 
車種別の車両走行位置の頻度分布を図－６に示す．ここ

で，Ｇ１桁位置を0mmとし，前軸シングルタイヤの場合

はタイヤ中心位置，後軸ダブルタイヤの場合はダブルタイ

ヤ間の中心位置の通過位置を示している． 
車種別の車両走行位置は，小型・中型車類が中心位置μ

=576㎜，標準偏差σ=226，トラック類がμ=577㎜，σ=179，
トレーラ類がμ=540㎜，σ=165である．トレーラ類は車

幅が広いため，大型車に比べて標準偏差が小さく，タイヤ

中心位置が30㎜程度左側（路肩側）にシフトしている． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－５ 通過位置算出に供する代表的な車両構造の例 

 
       小型・中型車類            トラック類             トレーラ類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)代表的な車種ごとの左タイヤの走行分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)測定断面とレーン構成 
図－６ 車種別の車両走行位置（走行車線左タイヤ位置） 
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既往の研究によれば9)高速道路を走行している場合，大

型車両でσ=300～400 ㎜，全車種の車両ではσ=400～500
㎜程度の通過位置分布の幅を示していることから，得られ

た測定結果はそれらより小さい．この要因として，路肩が

1.75mに対して，計測箇所は1.15mと小さいことが要因と

考えられる． 
また，正規分布の検定を目的に，正規確率紙へプロット

したものを図－７に示す．コルモゴロフ－スミルノフ検定

により車種別の車両走行位置の正規性の検定を行ったと

ころ，いずれの分布においても1％の有意確率で棄却され

ないことから，正規分布として取扱ってよいと判断した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図－７ 正規確率紙へのプロット（トラック類） 

５. 実橋での車輪走行位置と応力分析 

 

５.１ 応力波形 

 図－８に示した試験車両が調査対象橋梁上を走行した

際の，縦溶接線付近の発生応力の応力波形を測定した．測

定断面は，図－９図(a)に示すとおりで，試験車は，対象

とする測点の応力が最も大きくなる横断方向の位置を選

定して，橋軸方向を低速で走行させた．図－９(b)は，測

定結果のうちＵ１０リブの縦溶接部近傍に設置したひず

みゲージの発生応力が最大となる走行ケースの応力波形，

および，その走行時のU7リブ近傍の測定結果である．測

定時は冬季で気温は4.7～6.6℃であった． 
 図－９(b)には，赤色はデッキ側止端（De-1～De-4），

青色はＵリブ側止端（Ri-1～4）のそれぞれの応力波形を

示している．Ｕ７左側の測点はデッキ側，Ｕリブ側とも引

張応力が大きくなっている．その他の測点では，デッキに

は引張応力が発生するがＵリブは圧縮応力が卓越する． 
これらの応力波形は，前軸，後前軸，および，後後軸の

それぞれに車軸の通過時に，急峻な下向き凸波形（圧縮応

力）が発生し，この応力は，Ｕリブ側の応力変動が大きい．

一方，軸通過の前後で比較的緩やかに増減する上下向き凸

波形（引張応力または圧縮応力）の波形が発生している．

前者の応力発生メカニズムを，車軸の直上載荷による鉛直

応力起因する軸対応成分，後者を車両の走行で主桁ウェブ

を支点したデッキプレート広範囲に変形することに起因

する板曲げ成分と考えられる．軸対応成分は車軸の通過ご

とに明確に発生するのに対し，板曲げ対応成分は，特にデ

ッキ側測点では，後軸は２軸が合成されたような形の波形

になっており，後軸の軸間距離（1320 ㎜）が短いと，車

軸ごとの反応は現われない．  
この２つの成分は応力の発生機構が異なることから，応

力振幅の読取りにおいて両者の影響を，図－９(c)に示す

手法により分離した．同図の応力波形は，Ｕ１０リブ右側

の応力波形の経過時間10～20 秒を拡大して示したもので

ある．軸対応成分は，Ｕリブ側測点において応力のピーク

波形が現れる前後の波形の応力を結んだ直線と，そのピー

ク値の差を読取った．また，板曲げ成分は，比較的緩やか

に増減する上下向き凸波形の前後の応力を結んだ直線と

波形のピーク値の差を読取った．その結果，軸対応成分は，

後前軸で14N/mm2,後後軸16N/mm2の応力が発生している．

U7右側での軸対応成分は，それぞれ18N/mm2，14N/mm2，

14N/mm2，Ｕ１０右側では20N/mm2，14N/mm2，16N/mm2

で，試験車両の軸重はそれぞれ6.52tf，9.28tfおよび8.80tf
であることから，必ずしも軸重の大きさに比例した振幅と

はなっておらず，シングルタイヤの前軸の方がダブルタイ

ヤの後２軸より大きくなっている． 
板曲げ対応成分は，図－９(c)のＵ１０右側において，

14N/mm2 程度と，軸対応成分とほぼ同じ大きさとなって

いる．また，図－９(b)のデッキ側測点において，デッキ

の板曲げに起因して発生しており引張応力の繰返しが，縦

溶接部の溶接ルート部を起点とする疲労き裂の進展に影

響を与えていると考えられる．高温時の舗装剛性が低下す

る場合や，重量違反車が走行する場合は，この応力がさら

に高くなると予想される．この発生応力は，主桁の構造や

配置の影響を受け，小型試験体による載荷試験では再現が

難しいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－８ 試験車両の諸元 
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５.２ 通過位置と発生応力 

横断方向の通過位置に対する応力性状の把握を目的に，

橋軸直角方向に 50mm 程度ずつずらしながら，試験車を

低速走行させた．その際，レーザー距離計等を利用して前

軸，後軸毎に詳細に走行位置の確認を行ない，発生応力と

対応させた． 
その結果として，図－１０にタイヤ位置と応力範囲の関

係を示す．なお，タイヤ位置は，前輪のシングルタイヤの

場合はタイヤ幅の中心，後輪のダブルタイヤの場合はダブ

ルタイヤの中央位置で定義した． 
図－１０の(a)と(b)とを比較すると，前節と同様に，シ

ングルタイヤの前軸の方がダブルタイヤの後２軸より振

幅は大きくなっている．一方，比較的緩やかに変化する板

曲げ対応成分は，軸重の比程度までは対応していないが，

軸重の大きい後２軸の方が大きい振幅を示している．これ

は，図－１０の(c)と(d)との比較でも同様の傾向である．

また，ダブルタイヤの場合は，２本のタイヤ間の間隙があ

るため，横軸を通過位置で整理すると最大ピークはタイヤ

間隙中央より少しずれた位置となる．このように，ダブル

タイヤの場合の軸対応成分による応力範囲の大きさは，通

過位置の違い以外にも隣接するタイヤによるＵリブの変

形の影響を受けると考えられる． 
また，通過位置と発生応力の関係では，軸対応成分は通

過位置が 150mm 程度ずれると応力は 1/2 程度まで小さく

なり，板曲げ対応成分は300mm程度ずれると，軸対応成

分と同様に応力範囲は1/2程度まで小さくなる．前述した

ように，鋼床版の疲労き裂に影響のある大型車（トラック

類，トレーラー類）の通過位置の標準偏差σは 160～180
㎜程度であることから，タイヤの最頻度位置から±1σず

れると発生応力が大幅に低下しており，通過位置が大きな

影響を及ぼすことがわかる． 
図－１０(a)および(b)において，Ｕ７リブの左右の応力

範囲を比較すると，前輪・後前輪とも，軸対応成分はほぼ

等しいが，板曲げ成分は主桁に近い左側が右側の倍程度で

ある．これは，主桁を連続桁の中間支点とするような，面

外方向の板曲げが発生し，Ｇ１桁近傍に位置するＵ７リブ

左側の応力が高くなったと考えられ，主桁とＵリブとの位

置関係も応力範囲に影響を及ぼしている．一方，図－１０

(c)および(d)のＵ１０リブの左右では応力がほとんどかわ

らず，主桁からある一定以上の離隔があると，主桁の影響

は受けないことがわかる． 
 次に，１台の車両が通過する際の最大応力と最小応力の

差（以下，全振幅という）を読取り，タイヤ通過位置で整

理した結果を図－１１に示す．例えば，図－９のＵ１０リ

ブ右側の応答波形では，１台の車両が通過する際の最小応

力は前軸が通過する際に発生し，最大応力は後２軸のタン

デム軸中心が通過する際に発生しており，これらの差が車

両通過時の全振幅となる．そのため，車軸により発生応力

値が異なるため，ここでは後２軸のタンデム軸中心が通過

する際のタイヤ通過位置に対する応力を整理した．応力と

軸重の対応では，鋼床版 U リブの発生応力の大きさにつ

いては車両総重量ではなく，軸重に対応して発生している．

また，タンデム軸中心が通過する際に生じる振幅について

も，タンデム軸重和（試験車両の場合18.1tf）によって生

じているのではなく，軸重に対応した振幅となっている．   
図－１１には，測点ごとの応力に対する近似曲線を示し

ており，全振幅の場合，600mm 程度ずれると応力は 1/2
程度まで小さくなることがわかる．また，全振幅の大きさ

は１台の車両の最大軸重によってほぼ示されると考えら

れる． 
 上記で述べたように，車両走行による発生応力は，軸重 

 
 
 
 
 
 
 

(a)測定断面およびゲージ位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)車両走行による発生応力の波形 
 
 
 
 
 
 
 

 
(c)板曲げ対応成分と軸対応成分の分離方法 
図－９ 車両走行時の応答波形の代表例 
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の大きさ以外に通過位置の影響を受けることから，活荷重

測定により頻度分析を実施しても，通過位置のパラメータ

の影響が大きく，車両の通過と応力との相関を把握しない

と，発生している応力や疲労き裂の発生要因の評価が困難

になることが予想される． 

 

６. 走行位置と疲労寿命に関する検討 

 

６.１ 応力頻度計測による疲労寿命 

一般車両走行状態において，72 時間連続の応力測定を

行った．図－１２に，レインフロー法による応力頻度分析

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(a)Ｕ７，Ｕ８リブの後前輪走行時の全振幅の応力範囲   (ｂ)Ｕ９，１０リブの後前輪走行時の全振幅の応力範囲 

図－１１ タイヤ通過位置と全振幅の応力範囲の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      (a)Ｕ７リブの前輪走行時の応力範囲            (b)Ｕ７リブの後前輪走行時の応力範囲 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c)Ｕ１０リブの前輪走行時の応力範囲           (d)Ｕ１０リブの後前輪走行時の応力範囲 

           図－１０ タイヤ通過位置と軸対応成分および板曲げ成分の応力範囲の関係 

250250
40

0

10

20

30

-1200 -900 -600 -300 0 300 600 900 1200

測点と荷重載荷位置の距離（mm）

応
力

範
囲

（
N

/
m

m
2 ）

0

10

20

30

-1200 -900 -600 -300 0 300 600 900 1200

測点と荷重載荷位置の距離（mm）

応
力

範
囲

（N
/
m

m
2 ）

U7 U8U6 G1 U10 G2U9 Bpl

車両通過時
全振幅成分
◆：Ｕ７リブ左側
■：Ｕ７リブ右側
○：Ｕ８リブ左側

車両通過時
全振幅成分
○：Ｕ９　リブ右側
◆：Ｕ１０リブ左側
■：Ｕ１０リブ右側

250250
40

後軸前（ダブルタイヤ） 後軸前（ダブルタイヤ）

0

10

20

30

-1200 -900 -600 -300 0 300 600 900 1200

測点と荷重載荷位置の距離（mm）

応
力

範
囲

（N
/
m

m
2
）

250

U7 U8U6 G1

軸対応成分
◆：Ｕ７リブ左側
■：Ｕ７リブ右側
板曲げ対応成分
◇：Ｕ７リブ左側
□：Ｕ７リブ右側

前軸（シングルタイヤ）

0

10

20

30

-1200 -900 -600 -300 0 300 600 900 1200

測点と荷重載荷位置の距離（mm）

応
力

範
囲

（
N

/m
m

2 ）

250250
40

U7 U8U6 G1

軸対応成分
◆：Ｕ７リブ左側
■：Ｕ７リブ右側
板曲げ対応成分
◇：Ｕ７リブ左側
□：Ｕ７リブ右側

後軸前（ダブルタイヤ）

0

10

20

30

-1200 -900 -600 -300 0 300 600 900 1200

測点と荷重載荷位置の距離（mm）

応
力

範
囲

（N
/m

m
2
）

U10 G2U9 Bpl

軸対応成分
◆：Ｕ１０リブ左側
■：Ｕ１０リブ右側
板曲げ対応成分
◇：Ｕ１０リブ左側
□：Ｕ１０リブ右側

前軸（シングルタイヤ）

0

10

20

30

-1200 -900 -600 -300 0 300 600 900 1200

測点と荷重載荷位置の距離（mm）

応
力

範
囲

（
N

/
m

m
2
）

U10 G2U9 Bpl

軸対応成分
◆：Ｕ１０リブ左側
■：Ｕ１０リブ右側
板曲げ対応成分
◇：Ｕ１０リブ左側
□：Ｕ１０リブ右側

後軸前（ダブルタイヤ）

-1462-



 

 

    Ｕ7右 Deck PL   Ｕ7右 U-Rib

    Ｕ10左 Deck PL   Ｕ10左 U-Rib

1.E+00 1.E+02 1.E+04 1.E+06

4

12

20

28

36

44

52

60

68

76

84

92

100

1.00E+00 1.00E+02 1.00E+04 1.00E+06

1.E+00 1.E+02 1.E+04 1.E+06

4

12

20

28

36

44

52

60

68

76

84

92

100

1.E+00 1.E+02 1.E+04 1.E+06

U7 U8U6 G1

U10 G2U9 Bpl

頻度(回) 頻度(回)

頻度(回)頻度(回)

デッキプレート

Ｕリブ

Ｍa

Ｍｂ

結果を示す．測点は，走行車線の左タイヤおよび右タイヤ

のそれぞれの最頻通過位置の近傍に位置する，Ｕ７リブ右

側，および，Ｕ１０リブ左側とした．測点は，縦溶接部の

デッキ側止端とＵリブ側止端とした．応力範囲とその頻度

は，いずれもデッキ側よりＵリブ側の方が大きいことから，

以下ではＵリブ側の特に溶接切断タイプのき裂に着目し

て分析を行う． 

マイナー則による疲労寿命の算出において，デッキとＵ

リブ溶接部は，応力が局部的な板曲げが支配的であり，疲

労設計指針10)で規定している継手の強度等級は直応力に

よるものであり，直接用いることは困難と考えられる．そ

こで，既往の疲労試験の結果11)12)を参照し，溶接のど断面

の応力範囲を用いて算出を試みた．のど断面に作用する応

力は曲げ応力が支配的であるが，その応力は直接計測する

ことはできない．そこで，図―１３より，のど厚部の応力

度（σｃ）は，デッキから20mm離れた計測点の応力度（σ

b）を用いて，式(1)により推定した． 

 

(1) 

 

 ここに，t：Ｕリブ厚(mm)，ａ：のど厚(mm) 

α：デッキから20mm離れた位置（計測点）に作用する

曲げモーメント（Ｍb）とのど厚部に作用する曲げモーメ

ント（Ｍa）の比（Ｍa /Ｍb ），αは，文献 11) におけ

る実大モデルの静的載荷試験結果を引用し，α＝1.09 を

用いた 

また，デッキとＵリブ溶接部をモデル化した疲労試験の

結果，疲労強度はのど厚の応力度が支配的であり，その応

力範囲で整理すると疲労設計指針 10)のＦ等級（基本応力

範囲65MPa）程度の強度等級であったことから11)，本検討

ではＵリブ側止端の測点についてＦ等級で疲労寿命の計

算を行った． 

図－１４にＵリブ測点での疲労寿命，および，応力範囲

を示す．同図の応力範囲（σｃL1）は，上限値に近い30N/mm2

以上の発生応力に対する1％上限値を示す．左タイヤ通過

直下位置近傍のＵ７左右，Ｕ８左では，疲労寿命が50年

～80 年程度となっている．計測時期が冬季で気温が５℃

程度と低く舗装の剛性が高いことを考えると，寿命は低い

と言える．右タイヤに対するＵ９右，Ｕ１０左右では，疲

労寿命がさらに短く20年～50年程度となっている．特に，

過去にき裂が発生し補修溶接が施されているＵ７右，Ｕ１

０左，Ｕ１２左はのど厚が8㎜と他の溶接線より厚いにも

かかわらず，応力範囲は高く，疲労寿命はそれぞれ77年，

19年,76年と相対的に短く，疲労環境が厳しいといえる． 

また，図－１４の断面図に走行車線，追越車線それぞれ

にタイヤの再頻度位置と，過去のき裂発生箇所を示してい

る．き裂の発生は，タイヤの再頻度位置に最も近い縦溶接

部に集中していることが明らかである． 

本調査では活荷重と発生応力を同時に測定しながら両

者の相関を把握している．そのため，活荷重（例えば通過

車両の最大軸重）と発生応力（例えば全振幅）の相関を検

討することも可能である． 

通過車両１台毎に発生応力（全振幅）を算出し，その最 

大軸重と発生応力の相関を図化したものを図－１５(a)に

示す．また，図－１５の(b)および(c)は，タイヤの最頻度

位置（Ｕ７リブ直上近傍）のデータに絞って検討した場合

の，最頻度位置近くの縦溶接線と離れた場合との最大軸重

と発生応力の相関を図化したものを示している．最大軸重

と発生応力（全振幅）は，タイヤ通過位置直下については

相関が高く（R2=0.68），タイヤ通過位置から離れると相

関が低く（R2=0.28）なっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１２ 応力頻度分析結果の一例 

 

 

 

 

 

 

 

図－１３ デッキとＵリブ溶接部の曲げ応力の概念 
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図－１４ デッキとＵリブの溶接部の疲労寿命および応力範囲の計算結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                     

(a)最大軸重とＵリブ止端側の応力範囲の相関 

 
                                                    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (b)軸重とＵ７リブ右側のＵリブ側止端の応力範囲        (c)軸重とＵ９リブ左側のＵリブ側止端の応力範囲 

                  図－１５ 軸重と発生応力の相関関係 

G１桁 G２桁

0

500

1000

1500

2000

2500

-
2
0
0

0 2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
0
0
0

1
2
0
0

1
4
0
0

1
6
0
0

1
8
0
0

2
0
0
0

2
2
0
0

2
4
0
0

2
6
0
0

2
8
0
0

3
0
0
0

3
2
0
0

走行位置（mm）

台
数

（
台

）

Ｕ６ Ｕ７ Ｕ８ Ｕ９ Ｕ１０ Ｕ１１

y = 2.0959x

R2 = 0.4897

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 5 10 15 20 25

最大軸重（ton）

応
力

範
囲

（
N

/
m

m
2
）

y = 2.2098x

R
2
 = 0.5586

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 5 10 15 20 25

最大軸重（ton）

応
力

範
囲

（
N

/
m

m
2
）

Ｕ７リブ右側のＵリブ側止端の応力範囲 

y = 0.9386x

R
2
 = 0.2746

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 5 10 15 20 25

最大軸重（ton）

応
力

範
囲

（
N

/
m

m
2
）

Ｕ９リブ左側のＵリブ側止端の応力範囲

全データでの最大軸重

とＵ７リブ右側測点の

発生応力の相関 

47
77

57

267

196

36
19

54

141

78 78

129

93

0

50

100

150

200

250

300

左 右 左 右 左 右 左 右 左 右 左 右 左 右 左 右

U7 U8 U9 U10 U11 U12 U13 U14

疲
労

寿
命

（
年

）

0

10

20

30

40

50

60

応
力

範
囲

（
N

/m
m

2 ）

疲労寿命 応力範囲（σc L1）

386 805 354

U7

走行車線

U8 U9U6 U10 U11 U12 U13 U14
(8) (8) (5) (5) (5) (5) (8) (5) (5) (8) (8) (5)(8) (5) (5) (5)

き裂発生箇所 き裂発生箇所

G２桁 G３桁G１桁 （ ） 内数値は溶接のど厚 （mm）

き裂発生箇所

追越車線

3250 3250

左タイヤ 右タイヤ 左タイヤ 右タイヤ

※σc L1：30N/mm2以上の応力の発生回数に対する1％上端値

-1464-



 

 

0

500

1000

1500

2000

2500

-2
00 -5
0

10
0

25
0

40
0

55
0

70
0

85
0

10
00

11
50

13
00

通過位置（mm）

台
数

（
台

）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

等
価

軸
重

（
to

n
）

通過位置

等価軸重

0

200

400

600

800

1000

1200

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

軸重（tf）

通
過

軸
数

（
軸

）

0-200mm
200-400mm
400-600mm
600-800mm
800-1000mm
1000-1200mm

通過位置（主桁Ｇ１からの距離）

m
ii

m
ieq nnWW ∑∑= ／･

６.２ 等価軸重の算出 

通過位置に関する検討を行う上で，タイヤ通過位置に対

する軸重分布の差異を調べた．図－１６は，図―６(b)の

走行車線において，左タイヤの通過位置別の軸重分布であ

る．軸重10tf 以上の車両は主200～800mm（最頻通過位置

600mm）の位置を走行しており，800mmより追越車線側は4

～8tfの小中型車両が走行している．  

次に，大型車の軸重計測データから等価軸重Ｗeq を求

めた．等価軸重Ｗeqは，図－６(a)に示した車両の軸重頻

度分布に基づき，３乗平均式の式(2)を用いて算出した． 

 

       (2)  
  

ここに，Ｗeq：等価軸重（tf），Ｗi：計測軸重（tf），

ｎi：Ｗi（tf）の軸数，ｍ：疲労設計曲線の勾配でｍ=３ 

 

タイヤ通過位置頻度分布図と通過位置別の等価軸重を

重ね描きしたものを図－１７に示す．走行車線の大型車の

等価軸重は8.3tf，タイヤ通過位置200～800mmに限定した

場合の等価軸重は 8.3～8.9tf（平均値 8.7tf）を示してお

り，タイヤ通過位置によって大きな差異はない．また，

800mmより追越車線側では7.0～8.0tf（平均値7.4tf）でや

や小さく，この付近の通過位置では小中型車両が数多く走

行していると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１６ 走行車線の左タイヤの通過位置別軸重分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１７ タイヤ通過位置と等価軸重 

６.３ 通過位置に対する発生応力の関数化と疲労寿命     

図－１１に示したタイヤ通過位置と全振幅成分応力の

関係から，逆解析により応力影響線関数を求めた．計算は

Moses13)が実施した手法を基に実施した．まず，応力の影

響線（f(x)）を式(3)の関数で表すことができると仮定した．

なお，計算の簡素化より４次以上の項は省略する． 

 

f(x)=a1 x X3 + a2 x X2 + a3 x X + a4  (3) 
 

ここに，a1 ,a2,a3：係数， X：タイヤ通過位置 
各測点について最小自乗法により係数を計算した結果

を表－３に，タイヤ通過位置と応力との関係の図化を図－

１８に示す． 

次に影響関数を用いて，疲労寿命を算出した．まず，こ

の影響関数は，試験車両の後前軸（9.28tf）が走行した際

の応力振幅であり，前述したように等価軸重は8.3tfであ

ることから，軸重比0.89（=8.3/9.28）を応力影響線関数

に掛けてタイヤ通過位置毎の発生応力振幅を算出する．ま

た，走行車線を走行した車両の総軸数を通過台数で除し，

大型車平均軸数を求めると約3.5軸／台となることから，

各タイヤ通過位置の台数を 3.5 倍して応力頻度を算出す

る．疲労寿命は，図－１４の結果と同様，のど厚応力の応

力範囲と強度等級Ｆを用いて計算した． 

図－１９には，上記の計算結果である③応力影響線関数

による方法，および，①き裂発見時に実施された応力頻度

分析を用いた疲労寿命14)を示す．併せて，図－１４の②応

力頻度分析結果を再掲している． 

①の方法の疲労寿命が最も短い．これは測定箇所のＵ８

左右における溶接部のど厚が5㎜と小さく，加えて，測定

時期が秋季で平均気温が 15℃程度と高く，舗装の剛性が

下がっていることが要因と考えられる．Ｕ８左における疲

労寿命１０年は，本橋において供用以降６年程度で縦溶接

に溶接ビード貫通が発見されたことと，ほぼ一致している．

応力頻度計測による疲労寿命は，計測シーズンに起因する

舗装剛性の影響を強く受ける． 

③応力影響線関数による方法は，疲労寿命が50年以下

と厳しい環境のＵ７左，Ｕ９，および，Ｕ１０左右の各側

線において，②に対してほぼ等しい疲労寿命となっている．

応力影響線関数は，舗装の剛性，主桁構造が大きく異なる

とそれぞれ算出する必要があるが，このストックが充実し

てくると，交通データが既知であると，実橋での応力頻度

測定を行わずに疲労寿命を算出することが可能になり，今

後の維持管理の効率化が図れると考えられる． 

 

７.まとめ 

 

鋼床版橋の荷重面からの疲労評価を目的に，ＢＷＩＭを

応用した実働荷重と走行位置が鋼床版の疲労損傷に与え

る影響を検討した．以下に，本検討により得られた知見を

示す． 
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図－１８ タイヤ通過位置の応力影響線関数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１９ 疲労寿命の比較 

 
 

(1)BWIM による計測結果から，軸重分布ではピークの軸

重と平均値とはほぼ一致し 6tf であり，法定軸重 10tf を
超える軸数が全体の8％存在している．車種別では，車

両重量の最大値は，小型・中型車類は 23.7tf，トラック

類は 40.4tf，トレーラ類は 72.2tf であった．また、軸重

の最大値は，小型・中型車類は17.8tf，トラック類は17.3tf，
トレーラ類は20.1tfであった．走行車線は，全車線に対

し，トラックで 61％．トレーラで 62％の台数を負担し

ている．車種ごとの平均軸数は，トラック類は3.2軸，

トレーラ類は 4.3 軸，大型車平均では 3.5 軸である．車

線による荷重環境の差が大きいことから，疲労照査にお

いては車線単位で直接計測が可能な BWIM は効果的な

手法と言える． 

(2)車両走行位置の分布形状は正規分布として取扱ってよ

い．車両走行位置は，左側レーンマーク端からトラック

類がμ=627㎜，σ=179，トレーラ類は車幅が広いため，

トラックに比べて標準偏差が小さく，タイヤ中心位置が

30㎜程度左側にシフトしている．  
(3)タイヤ通過位置と発生応力との実測結果から得られた

近似曲線では，軸対応成分は応力のピ－クに対して通過

位置が 150mm 程度ずれると応力は 1/2 程度まで小さく

なり，板曲げ対応成分は 300mm 程度ずれると，軸対応

成分と同様に応力は1/2程度まで小さくなる．全振幅の

場合，600mm程度ずれると応力は1/2程度まで低下して

いる．軸対応成分の応力振幅は軸重の大きさに比例して

おらず，シングルタイヤの前軸の方は，ダブルタイヤの

後軸より大きい場合がある．一方，板曲げ対応成分は，

後軸の方が大きく軸重にほぼ対応した応力振幅を示し

ている． 
(4)板曲げ対応成分は，軸対応成分とほぼ同じ大きさとな

っている場合があり，この引張応力の繰返しが，縦溶接

部の溶接ルート部を起点とする疲労き裂の進展に影響

を与えていると考えられる．この応力範囲の大きさは，

主桁の構造や配置の影響を受け，小型試験体による載荷

試験では再現が難しいと考えられる． 
(5)応力頻度分析により疲労寿命を計算すると，右タイヤ

通過直下位置近傍の縦溶接線では，20 年～50 年程度と

計測時期が冬季であることを考慮すると，寿命は低く疲

労に厳しい実態となっている． 
(6)等価軸重を算出すると，走行車線の大型車の等価軸重

は8.3tfで，タイヤ通過位置200～800mmに限定した場合

の等価軸重は8.7tf を示しており，タイヤ通過位置によ

って大きな差異はなかった． 

(6)応力影響線関数により計算した疲労寿命は，タイヤの

最頻度位置に近傍の縦溶接部Ｕリブ側止端の測点にお

いて，応力頻度解析の結果と良好に一致している．応力

影響線関数は，舗装の剛性，主桁構造が大きく異なると

それぞれ算出する必要があるが，合理的な手法と期待さ

れる． 
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